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の混乱もなく 1カ月の服喪期間を終え，12月 2 日にワチラロンコーン皇太子の王
位継承が公示された。
　そのなかで，2014年 5 月にクーデタを実行した国家平和秩序維持評議会
（National Council for Peace and Order: NCPO）の主導する軍政統治が 3年目に入り，
プラユット暫定政権下で 2度目の憲法起草過程が始まった。憲法起草委員会





































































2017年 4 月 6 日に成立した。2015年10月，最初の憲法草案が棄却された後，NRC
を引き継ぐ国家改革推進会議（National Reform Steering Assembly: NRSA）が発足し
た。CDC 議長には NCPO 顧問のミーチャイ・ルチュパンが就任し， 2つめの草
案取りまとめにあたった。ミーチャイ議長は，汚職撲滅をはじめとする国家改革
の仕組みを盛り込み，選挙前に政党が首相候補者名を公表する義務など新たな政





























































崩御と王位継承を経て，2017年 4 月に持ち越された（表 2参照）。
















表 2　新憲法の制定過程（2016年～2017年 4 月まで）
2016年 1 月29日 CDCによる憲法骨子の提示
　　　 2月23日 NCPOによる 5年間の非常時対応16項目の修正要求
　　　 3月29日 国民投票にかける憲法草案の提示
　　　 8月 7日 国民投票を実施
　　　10月11日 CDC，投票結果を反映させた修正案を首相に提出
　　　　　13日 プーミポン国王崩御
　　　11月 2 日 国王崩御に伴う憲法修正案を内閣に提出
　　　　　 8日 憲法修正案に首相が副署
　　　　　 9日 暫定政権，憲法修正案を王室に奏上
　　　12月 1 日 マハー・ワチラロンコーン王即位
2017年 1 月10日 枢密院を通じて王室関連条項修正要求
　　　 　 　 15日 日程延期に必要な暫定憲法修正を官報に告知
　　　 2月17日 再修正した憲法草案を王室に奏上

























せるため， 3月 8日の NCPO 議長令 9 /2559号により，環境影響評価（EIA）の審
査中でも内閣が事業決定できる特別令を施行した。政府が推進する開発事業の遅
れを防ぐ措置を講じ，日本や中国との共同開発計画を進捗させる可能性が高まっ



















































































































に最低賃金を2017年 1 月 1 日から引き上げることを決定した。それまで，全国一
























ごとの恩典付与に変更された。恩典は法人税免除を含む A 1 ～A 4 と，法人税免









































































































































で国内 BBC ウェブサイトと Facebook に 2日間の閲覧停止措置を発動し，外国メ
ディアも例外なく言論取り締まりの対象とする方針を示した。ただし，一般市民
の不敬罪容疑や政治活動の審理では，批判の強かった軍事法廷で民間人を審理す







能性もある最低ランクに位置づけていた。これが2016年 6月30日の TIP 報告書で







取り消しといった強い措置を取りはじめ，2017年 3月時点でも EU はタイの水産
物禁輸措置（レッドカード）を発動せず，対応は警告レベルにとどまっている。
ASEAN諸国との関係
























2016年 5 月21日～ 6月 7日にタイ・中国海軍による合同軍事演習が実施された。










　2017年のタイでは，第 1に2017年 4 月に成立した新憲法関連法の制定過程が注
目される。2017年新憲法には，次期総選挙後の首相選任に NCPO が影響力を行
使できる規定があり，こうした NCPO の権力基盤存続を最小限の範囲にとどめ





























































3 月 8 日 ▼歳入法典改正。法人税の基本税率
30％を恒久的に20％に引き下げ。




















































































































8 月 3 日 ▼中銀，政策金利を1.50％に据え置
き。















9 月 4 日 ▼プラユット首相，G20サミット出
席のため，訪中（～ 5日）。

















































5～10バーツ 引き上げ。2017年 1 月 1 日より。
29日 ▼王宮内のプーミポン国王棺への一般
国民による弔問開始。
11月 1 日 ▼タイ警察，国王崩御から 2週間で
不敬罪により15人逮捕，不敬罪容疑で10人を
捜査中と発表。サイバーセンターを設置。






































































































































































プラユット政権（2014年 9 月 4 日発足，2016年12月15日第四次改造）
氏　名
首相 Prayut Chan-o-cha（Gen.）














































労働大臣 Sirichai Distakun（Gen.） 













国軍最高司令官 Gen.Suraphon Suwanna-at （2016年10月 1 日）
陸軍司令官 Gen. Chaloemchai Sitthisat （2016年10月 1 日） 
（第一管区司令官） Lt. Gen. Aphirat Khongsomphong （2016年10月 1 日）
海軍司令官 Adm. Na Arinit （2015年 8 月28日）
空軍司令官 ACM Chom Rungsawang （2016年10月 1 日）
国防次官 Gen. Chaicharn Charngmongkol （2016年10月 1 日）
国防副次官 Gen. Chatudom Titthasiri （2016年10月 1 日）
 Gen. Achanai Sisuk （2016年10月 1 日）
 Adm. Phonthep Nuthep （2016年10月 1 日）
　 4 　警察人事
警察長官 Pol. Gen. Chakthip Chaichinda （2015年10月 1 日）






2011 2012 2013 2014 2015 2016
人 口（100万人，年末） 64.1 64.5 64.8 65.1 65.7 65.9
労 働 人 口（同上） 38.9 39.4 39.4 38.6 38.6 38.3
消 費 者 物 価 上 昇率（％） 3.81 3.02 2.18 1.89 －0.90 0.19
失 業 率（％） 0.68 0.66 0.72 0.8 0.9 1.0
為替レート（ 1ドル＝バーツ） 30.49 31.08 30.73 32.48 34.25 35.3
（出所）　タイ中央銀行（http://www.bot.or.th/）。
　 2 　支出別国民総生産（名目価格） （単位：10億バーツ）
2011 2012 2013 2014 2015 2016
民 間 消 費 5,988.2 6,544.1 6,746.9 6,941.6 7,024.9 7,279.2
政 府 消 費 1,825.1 2,020.8 2,118.9 2,242.9 2,366.1 2,454.0
総 固 定 資 本 形 成 2,921.3 3,335.7 3,278.3 3,261.0 3,373.3 3,490.8
在 庫 増 減 108.0 127.3 267.8 －98.2 －331.4 －330.4
財・サービス輸出 8,011.5 8,622.4 8,797.5 9,167.2 9,446.1 9,898.7
財・サービス輸入 7,781.5 8,492.4 8,432.2 8,270.4 7,861.7 7,782.8
国内総生産（支出側） 11,072.7 12,157.9 12,777.3 13,244.0 14,017.4 15,009.6
国内総生産（生産側） 11,306.9 12,357.4 12,921.2 13,203.7 13,672.9 14,360.6
海 外 純 要 素 所 得 －272.7 －566.2 －825.5 －686.8 －709.0 －716.3
国 民 総 所 得（GNI） 11,034.2 11,791.2 12,095.7 12,517.0 12,963.9 13,644.3
（注）　暫定値。
（出所）　国家経済社会開発委員会事務局 （http://www.nesdb.go.th/）。
　 3 　産業別国内総生産（実質　基準年＝2002） （単位：10億バーツ）
2011 2012 2013 2014 2015 2016
農 業 638.7 656.0 660.7 657.1 619.8 623.7
鉱 業 220.7 237.7 242.9 238.9 244.0 242.5
製 造 業 2,428.6 2,596.2 2,647.2 2,649.8 2,689.8 2,727.3
建 設 業 218.5 235.8 235.2 229.5 268.6 290.9
電 力・ ガ ス・ 水 道 266.8 292.9 289.6 297.3 310.3 323.8
運輸・情報通信業 752.9 821.2 866.6 894.3 940.1 992.2
卸 売 ・ 小 売 業 1,253.5 1,322.5 1,335.2 1,326.6 1,378.6 1,447.9
宿泊・飲食サービス業 336.3 383.7 421.2 431.3 494.4 545.3
金 融 業 432.5 498.8 560.3 602.3 655.5 695.8
不 動 産 業 663.7 735.0 753.5 758.2 772.2 786.2
行 政 ・ 国 防 473.3 493.0 495.5 501.6 507.1 511.0
医療・教育・その他 623.4 663.5 687.2 702.4 718.1 742.1
国 内 総 生 産（GDP） 8,301.6 8,902.9 9,146.1 9,229.8 9,501.2 9,808.1






　 4 　国・地域別貿易 （単位：100万バーツ）
2013 2014 2015 2016
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
日 本 671,804.5 1,256,045.2 698,951.8 1,154,512.9 675,702.3 1,064,179.7 721,222.9 1,088,756.2
N A F T A 795,216.7 501,258.4 879,427.4 522,419.9 948,260.9 522,507.0 1,004,108.7 480,848.3
アメリカ 694,326.2 447,475.7 767,856.3 474,102.4 811,346.3 472,025.9 858,223.7 427,950.0
E U1） 678,487.9 673,755.2 751,280.5 633,177.2 740,811.2 616,453.7 773,717.3 641,460.0
ド イ ツ 123,140.6 187,087.3 145,635.0 192,327.3 144,587.1 189,138.0 157,554.2 208,124.8
イギリス 114,695.7 101,187.9 128,804.0 90,424.1 128,749.1 86,663.1 134,993.4 71,444.0
A S E A N 1,792,533.7 1,277,989.2 1,909,196.5 1,333,908.8 1,859,365.0 1,308,137.5 1,916,208.9 1,302,232.3
シンガポール 339,782.5 250,732.5 335,520.3 256,211.3 294,436.8 242,928.4 288,396.3 230,991.4
マレーシア 393,568.5 406,576.3 410,287.3 414,464.3 342,844.2 406,033.2 337,695.2 386,406.5
インドシナ諸国1） 574,252.3 276,296.2 664,683.8 320,277.4 751,962.4 330,918.1 779,972.3 340,406.6
中 国 824,672.2 1,155,295.9 806,437.6 1,251,528.3 801,235.0 1,403,176.7 833,857.7 1,490,526.8
香 港 399,508.6 49,726.5 405,266.4 38,648.5 399,805.4 53,571.1 402,157.2 56,611.3
台 湾 101,962.3 232,296.7 128,984.7 245,004.8 118,877.9 256,486.6 117,842.0 252,911.0
韓 国 138,317.9 276,979.4 145,268.9 277,968.8 138,239.2 239,569.3 141,699.3 257,927.1
中 東 354,284.9 1,092,814.9 377,243.8 944,714.4 353,980.8 622,799.6 312,058.2 525,828.6




　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2011 2012 2013 2014 2015 2016
経 常 収 支 9,426.9 －1,619.7 －4,845.5 15,099.6 32,149.0 46,412.5
貿易・サービス収支 7,632.8 4,159.6 11,428.9 27,551.6 46,081.6 59,913.3
貿 易 12,185.6 108.7 54.6 17,263.1 26,841.1 35,752.5
輸 出 221,399.0 227,734.1 227,461.7 226,685.1 214,088.7 214,111.7
輸 入 209,213.4 227,625.4 227,407.1 209,422.1 187,247.5 178,359.3
サ ー ビ ス －4,552.8 4,050.9 11,374.3 10,288.5 19,240.5 24,160.9
輸 送 5,830.5 5,923.5 6,144.1 5,723.3 5,743.5 5,682.1
旅 行 27,184.1 33,855.3 41,779.6 38,417.8 44,922.3 49,871.0
第 一 次 所 得 収 支 －9,139.8 －18,241.1 －26,900.9 －21,179.8 －20,622.2 －20,324.1
第 二 次 所 得 収 支 10,933.9 12,461.8 10,626.6 8,727.9 6,689.6 6,823.2
資 本 移 転 等 収 支 －40.9 234.4 281.2 100.3 0.1 0.0
金 融 収 支 －8,269.2 12,790.0 －2,488.0 －16,203.6 －17,101.6 －24,804.1
直 接 投 資 －4,702.1 －1,361.5 3,814.5 －766.3 4,012.5 －10,021.4
証 券 投 資 3,903.2 10,358.0 －1,367.8 －4,694.6 －12,690.9 2,175.7
金 融 派 生 商 品 －610.2 538.8 －341.1 716.9 903.3 526.4
そ の 他 投 資 －9,120.1 10,214.5 －1,195.0 －4,141.3 －5,509.3 －13,122.8
誤 差 脱 漏 96.8 －6,140.0 2,003.1 －206.6 －9,188.5 －8,763.8
総 合 収 支 1,213.6 5,264.7 －5,049.1 －1,210.2 5,858.9 12,844.5
（注）　2016年は暫定値。
（出所）　表 1に同じ。
